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郵便局における証明書交付事業の廃止に向けた検討について 

 

国のマイナポイント事業によるマイナンバーカードの急速な普及に伴い、利便性の高い

コンビニ証明書交付の利用が拡大する一方で、類似事業である市内郵便局（６局）での証

明書交付事業については、過去 10年間で利用が約７割減少している。 

近年、郵便局交付利用者は減少傾向にあり、費用対効果に課題が生じていることから、

本事業の廃止に向けた検討を行う。 

 

１．経緯 

 平成 29 年 11 月、「窓口のあり方検討部会」において、郵便局における証明書交付事業につ

いては、コンビニ証明書交付事業と類似していることから廃止とする方向性を示した。 

 平成 30 年２月、郵便局における証明書交付事業を廃止することを明記した「窓口業務のあ

り方について」を策定し、総務委員会に報告した。 

 令和５年 12 月末現在、マイナンバーカード交付率が 74.4％となり、コンビニ交付の利用は

順調に増加している一方で、郵便局交付の利用は減少が続いている。 

 

２．利用者分析 

【郵便局交付による証明書交付通数の推移（単位：通）】  

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R２ R３ R４ 
R５ 
１月末 

栄郵便局 575  430  415  343  302  248 231 189 167 118 76 

幸四郵便局 147  135  200  170  160  168 130 186 126 110 67 

柏町郵便局 436  304  255  278  204  285 214 192 126 113 72 

砂川郵便局 255  316  210  167  169  166 180 119 67 56 36 

西砂郵便局 63  76  86  65  69  53 71 40 36 22 14 

大山郵便局 169  209  175  143  161  146 144 158 106 120 48 

通数合計 1,645  1,470  1,341  1,166  1,065  1,066  970  884  628  539  313 

件数合計（件） 1,404  1,233  1,137  1,004  933  902  741  639  484  406  240 
 

参考：コンビニ交付 - - - - 1,330  4,894  11,147  20,100  30,113  44,270 54,001 
 

【郵便局交付の年代別利用者割合】 

 20 未満 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 90 以上 

割合 

％ 

R３ 2.1 9.1 13.6 19.2 14.0 12.0 18.4 10.7 1.0 

R４ 5.2 7.0 10.7 12.5 21.7 10.4 16.8 13.8 1.8 
 

 郵便局交付は、10 年前と比較し利用件数が 28.9％、交付通数が 32.8％に減少している。 

 コンビニ交付の交付通数は、直近で前年度比約 150％増となっている。 

 令和４年度実績では、最も交付通数の少ない局は月１～２通、最も交付通数の多い局は月 10 通

程度である。 

 令和３年度は 40・50・70 代、令和４年度は 50・70・80 代の利用が多い。 
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３．コンビニ交付との比較 

項目 郵便局交付 コンビニ交付 

交付通数 R3 年度 628 通、R4 年度 539 通 R3 年度 30,113 通、R4 年度 44,270 通 

５年度予算 
（事業費総額） 

3,259 千円 10,760 千円 

交付コスト/通 
（４年度実績による） 

4,860 円 

（R4 決算額 2,619,441 円÷539 通） 

225 円 

（R4 決算額 9,966,777 円÷44,270 通） 

手数料 200 円・450 円・750 円 150 円・450 円 

取扱場所数 市内６局 全国約 56,000 店舗 

営業時間 ９時 00 分～16時 00 分 ６時 30 分～23時 00 分 

取得可能種別 ５項目 13種※ ５項目７種 

その他 個人番号の記載不可 個人番号の記載可 

※郵便局交付が可能な証明書のうち、コンビニ交付できない証明書は、除票の写し、除籍謄抄

本、改製原戸籍謄抄本、過年度の課税（非課税）証明書の６種類である。個別に集計が可能な

除籍及び改製原戸籍の謄抄本については、郵便局交付における令和３年度実績は１通、令和

４年度実績は０通である。 

 

４．郵便局証明書交付事業の廃止とコンビニ交付の利用促進 

   コンビニ交付に対応していない証明書は、一般に相続等で必要とされ、専門性が求められる

ため、市職員のいる窓口の需要が高く、郵便局交付の利用頻度は低い。 

証明書１通あたりの交付コストの比較からも、コンビニ交付の費用対効果は高く、コンビニ交

付については、交付手数料 10 円キャンペーンによる利便性の周知と利用促進を図り、類似事業

である郵便局交付事業は令和６年 12 月で廃止する方向で事業者と協議を進める。 

 

５．廃止スケジュール（予定） 

   令和６年３月の総務委員会報告後、郵便局証明書交付事業について、令和６年 12月末をもっ

て廃止する方向で、事業者と協議を進める。 

令和５年度 令和６年度 

１月 ２月 ３月 ４月 ９月 12 月 ～３月 

       

 

 

郵

便

局

交

付

廃

止 
条例改正 

 
議会 

 
議会 

事業者指定取消 郵便局交付 

廃止 

or 

コンビニ交付 

10 円 

経営会議 

政策会議 

日本郵便㈱ 

廃止協議 

 
議会 


